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  日南市ディスポーザ排水処理システム取扱要綱 

 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、ディスポーザ排水処理システム（以下「システム」という。）の取

扱いについて必要な事項を定め、システムの適切な使用及び維持管理を確保することを

目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 (１) システム 生ごみを破砕し、当該生ごみを排水処理槽又は機械処理装置で処理した

後にその排水を公共下水道供用区域内の下水道及び集落排水処理区域内の排水処理施

設（以下「下水道及び排水処理施設」という。）へ排除する機器の総体であり、旧建築

基準法第38条の規定に基づく配管設備として、国土交通大臣（旧建設大臣）が認定した

もの又は公益社団法人日本下水道協会が作成した「ディスポーザ排水処理システム性

能基準（案）」（平成25年３月制定。以下「基準」という。）に基づき製品認証を受け

たものをいう。 

(２) 申請者 システムの所有者又は使用者であって、その維持管理を行うものをい

う。 

  (３) メーカー システムの製造者であり、システムが国土交通大臣（旧建設大臣）の

認定を受け、又は基準に基づき製品認証を受けた者をいう。 

 

（申請） 

第３条 システムを設置し、下水道及び排水処理施設へ接続を行おうとする申請者は、日南

市下水道条例（平成21年日南市条例第222号。以下「下水条例」という。）第５条及び日

南市集落排水処理施設条例（平成21年日南市条例第195号。以下「集排条例」という。）

第６条の規定に基づき、公共下水道排水設備等新設等計画確認申請書に次に掲げる書類

を市長に提出し、その審査を受けなければならない。 

(１) 誓約書（別記様式） 

(２) 国土交通大臣（旧建設大臣）の認定書又は基準適合評価書の写し 

(３) 仕様書 

(４) 維持管理計画書 

(５) 維持管理業務委託契約書の写し又は維持管理業務委託契約確約書 

(６) 前各号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類 
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（審査） 

第４条 市長は、前条による申請を受けたときは、システムが次に掲げる条件をすべて満

たしているか確認を行うものとする。 

 (１) 国土交通大臣（旧建設大臣）の認定を受け、又は基準に基づき製品認証を受けたも

のであること。 

(２) システムの定期点検、排水処理槽又は機械処理装置からの汚泥引抜き等の維持管理

が適切に行われることと認められ、維持管理業務委託契約書等その旨を確認できる書

類が整備されていること。 

 

（検査） 

第５条 申請者は、システムの設置が完了したときは、速やかに市長に届け出て、下水条

例第６条及び集排条例第８条に基づく検査を受けなければならない。 

 

（維持管理）  

第６条 申請者は、システムの性能を保持するよう維持管理に努めるとともに、市長が行

う維持管理に関する指導等に従わなければならない。 

２ 申請者は、維持管理に関する資料を適切に保管しなければならない。 

３ 市長は、システムの維持管理が適切に行われていることを確認するため、申請者に対

しシステムの点検に関する資料の提出を求めることができる。 

４ 市長は、申請者の責任により、システムの適切な維持管理に支障を来たした場合又は

そのおそれがあると認められる場合は、申請者に対し、システムの構造又は使用方法の

変更又は改善等の措置を行うよう指導することができる。 

５ メーカーは、システムの販売に当たり、申請者に対し、システムの維持管理について

は、維持管理業者との契約が必要であること及び市長が行う維持管理に関する指導等に

従う必要がある旨を説明しなければならない。 

 

 （譲渡人に対する説明） 

第７条 申請者は、システムを設置した建築物を第三者に譲渡するときは、当該建築物の

譲渡人に対し、第６条各項の事項を遵守する責務があることを説明しなければならな

い。 

 

附 則 

 

 この要綱は、平成29年９月４日から施行する。 
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別記様式（第３条関係） 

誓      約      書 

 

年  月  日  

 

日南市長   様 

 

住   所                 

申 請 者              ㊞  

電話番号                 

（法人においては、主たる事務所の所在地、名称及び代表氏名）  

 

 下記のとおり、ディスポーザ排水処理システム等を設置します。 

つきましては、設置後の維持管理に関して、維持管理業者と維持管理業務委託契約を締

結し、適切な維持管理に努めるとともに、別紙の条件を遵守します。 

 なお、当方の責任により、システムの適切な維持管理に支障を来たした場合又はそのお

それがある場合には、日南市の指導に従います。 

 

記 

１ 設 置 場 所  日南市 

 

２ 用   途  集合住宅用 ・ 戸建住宅用 ・ 業務用 

 

３ 国土交通大臣（旧建設大臣）認定又は適合評価システム 

 （１）名       称 

     

（２）認 定 又 は 評 価 日 

     

 （３）認 定 又 は 評 価 番 号 

 

 （４）構造・性能・設置計画  別紙仕様書のとおり 

 

４ 条   件  別紙のとおり 
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（条  件） 

 ① 申請時に維持管理業務委託契約が締結されている場合は、契約書の写しを提出する

こと（申請時に契約が未締結である場合は、契約確約書を提出し、契約締結後、速や

かに契約書の写しを提出すること。）。 

 ② 維持管理契約期間完了後もシステムを継続使用する場合は、維持管理業者と速やか

に契約の更新手続を行うこと。 

 ③ システムの改造は行わないこと。 

 ④ システムの維持管理に関する資料は適正に保管すること。 

 ⑤ 第三者に、システムが属する建築物の譲渡等を行う場合は、譲渡等を受ける者に対

し、システムの適切な維持管理を行う地位を承継するとともに、本書に掲げる条件を

遵守する責務があることを説明し、理解を得ること。 

 ⑥ その他、日南市が指示する条件 

 

 

（特記事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


